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高知県入札・契約監視委員会設置要綱の一部改正等について（通知） 

 

 このことについて、高知県入札・契約監視委員会設置要綱（平成13年７月17日施行）の一

部を別添新旧対照表のとおり改正しましたので、通知します。 

 なお、改正の概要は下記のとおりです。 

  

記 

 

１ 改正内容 

委員会の所掌事務に係る記載の整理（第２条関係）及び県の組織改正に伴い、事務局

の課名を変更（第10条関係）しました。 

なお、これにより従来の取扱いを改めるものではありません。 

 

２ 施行日 

この改正は、平成29年４月１日から施行します。 

 

 

様 
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高知県入札・契約監視委員会設置要綱 

 

平成13年７月17日施行 

 

 （設置） 

第１条 県が発注する建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定する建設工

事及び高知県公共工事等契約指針（平成20年７月９日付け20高建管第291号副知事通達）

第２の２に定義する委託契約に関する業務（以下「建設工事等」という。）に係る入札

及び契約の適正な執行の確保を図るため、高知県入札・契約監視委員会（以下「委員会」

という。）を設置する。 

 

 （所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(１) 入札・契約手続の運用状況について報告を受け、必要に応じて、改善策を検討す

ること 

(２) 県が発注した建設工事等のうち委員会が抽出指定したものに関し、一般競争入札

参加資格の設定の理由及び経緯並びに指名競争入札に係る指名の理由及び経緯等を審

議すること 

(３) 指名競争入札に係る非指名理由等についての再苦情処理を行うこと 

(４) 高知県談合情報等対応マニュアル（平成24年３月29日付け23高建管第1164号副知

事通知。以下「マニュアル」という。）第２条第１項に規定する談合情報等調査委員

会から、マニュアル第３条の規定により次のアからウまでに掲げる事項に関し意見を

求められたときに、当該事項を審査すること 

ア 県が発注する建設工事等の入札に係る公正な競争を阻害するおそれのある行為に

関する情報（以下「談合情報」という。）及び談合情報の有無に関わらず談合があ

ると疑われる事実（以下「談合疑義事実」という。）に係る信憑性及びとるべき措

置に関すること 

イ マニュアルの改正の必要性等に関すること 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、談合情報及び談合疑義事実の処理に関すること 

(５) 前各号の検討、審議等及び次項による意見の具申又は勧告を踏まえて、県の入

札・契約制度の改正について審議すること 

(６) 前各号に掲げる事務のほか、次条第５項の規定に基づいて選任される委員長が特

に必要があると認める事項について審議すること 

２ 委員会は、前項に定める所掌事務に関し、必要に応じて、知事に対し意見の具申又は

勧告を行うことができる。 

 

 （委員及び組織） 

第３条 委員会は、委員７人以内で組織する。 

２ 委員会の委員は、知事が委嘱する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

６ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

７ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

８ 委員長は、必要があると認める場合は、委員以外の者の出席を求め、意見を聴くこと

ができる。 
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 （会議） 

第４条 第２条第１号及び第５号に規定する事務に係る会議は、原則として、同一年度に

おいて１回以上開催するものとする。 

２ 第２条第２号に規定する事務に係る会議は、原則として、同一年度において２回以上

開催するものとする。 

３ 第２条第３号、第４号及び第６号に規定する事務に係る会議は、必要に応じて開催す

る。 

４ 前３項の委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長がその

議長となる。 

５ 会議は、委員長又は副委員長を含む過半数の委員の出席がなければ、議事を開き、及

び議決をすることができない。 

６ 会議の議事は、出席した委員（議長を除く。）の過半数をもって決し、可否同数のと

きは、議長の決するところによる。 

７ 会議の招集を要するにもかかわらず、緊急やむを得ない事情があり、会議が開催でき

ない場合には、第４項及び第５項の規定にかかわらず、委員長は、書類の回議をもって

会議に代えることを決することができる。 

 

 （再苦情処理） 

第５条 委員会は、第２条第３号に規定する事務に関し、再苦情の申立てがあったときは、

次条の規定に基づいて却下する場合を除き、会議を開催し、審議を行う。 

２ 委員会は、前項の審議を終えたときは、意見書を作成し、その結果を知事に報告する。 

３ 前項の報告は、再苦情の申立てがあった日からおおむね50日以内に行わなければなら

ない。 

 

 （再苦情の申立ての却下） 

第６条 知事は、次の各号に掲げる再苦情の申立てについて却下することができる。 

(１) 申立期間を経過したもの 

(２) 苦情の申立てを行っていない者から再苦情の申立てがあったもの 

 

 （様式） 

第７条 会議における報告及び再苦情の申立申請書の様式は、知事が別に定める。 

 

 （要綱及び議事概要の公表） 

第８条 この要綱及び議事概要（会議の資料及び議事録から高知県情報公開条例（平成２

年高知県条例第１号）第６条第１項各号のいずれかに該当する事項を除いて別途作成す

る資料をいう。）は、公表する。 

 

 （秘密保持義務） 

第９条 委員は、会議において知り得た秘密を漏らしてはならない。 

２ 前項の規定は、委員の職を退いた後も適用する。 

 

 （事務局） 

第10条 委員会の庶務は、土木部土木政策課において行う。 

 

 （雑則） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、知事

が別に定める。 
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附 則 

 この要綱は、平成13年７月17日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成15年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成26年11月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 
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高知県入札・契約監視委員会設置要綱 新旧対照表 

新 旧 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）入札・契約手続の運用状況について報告を受け、必要に応じて、改善策を検討すること 

 

（２）県が発注した建設工事等のうち委員会が抽出指定したものに関し、一般競争入札参加資格

の設定の理由及び経緯並びに指名競争入札に係る指名の理由及び経緯等を審議すること 

 

（３）指名競争入札に係る非指名理由等についての再苦情処理を行うこと 

（４）高知県談合情報等対応マニュアル（平成24年３月29日付け23高建管第1164号副知事通知。

以下「マニュアル」という。）第２条第１項に規定する談合情報等調査委員会から、マニュア

ル第３条の規定により次のアからウまでに掲げる事項に関し意見を求められたときに、当該事

項を審査すること 

ア 県が発注する建設工事等の入札に係る公正な競争を阻害するおそれのある行為に関する情

報（以下「談合情報」という。）及び談合情報の有無に関わらず談合があると疑われる事実

（以下「談合疑義事実」という。）に係る信憑性及びとるべき措置に関すること 

イ マニュアルの改正の必要性等に関すること 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、談合情報及び談合疑義事実の処理に関すること 

（５）前各号の検討、審議等及び次項による意見の具申又は勧告を踏まえて、県の入札・契約制

度の改正について審議すること 

（６）前各号に掲げる事務のほか、次条第５項の規定に基づいて選任される委員長が特に必要が

あると認める事項について審議すること 

２ 委員会は、前項に定める所掌事務に関し、必要に応じて、知事に対し意見の具申又は勧告を

行うことができる。 

 

（事務局） 

第10条 委員会の庶務は、土木部土木政策課において行う。 

 

 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）入札・契約手続の運用状況について報告を受け、必要に応じて、改善策を検討し、知事に

対して、意見の具申又は勧告を行うこと 

（２）県が発注した建設工事等のうち委員会が抽出指定したものに関し、一般競争入札参加資格

の設定の理由及び経緯並びに指名競争入札に係る指名の理由及び経緯等の審議を行い、知事に

対して、意見の具申又は勧告を行うこと 

（３）指名競争入札に係る非指名理由等についての再苦情処理を行うこと 

（４）高知県談合情報等対応マニュアル（平成24年３月29日付け23高建管第1164号副知事通知。

以下「マニュアル」という。）第２条第１項に規定する談合情報等調査委員会から、マニュア

ル第３条の規定により次のアからウまでに掲げる事項に関し意見を求められたときは、当該事

項の審査を行い、知事に対して、意見の具申又は勧告を行うこと 

ア 県が発注する建設工事等の入札に係る公正な競争を阻害するおそれのある行為に関する情

報（以下「談合情報」という。）及び談合情報の有無に関わらず談合があると疑われる事実

（以下「談合疑義事実」という。）に係る信憑性及びとるべき措置に関すること 

イ マニュアルの改正の必要性等に関すること 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、談合情報及び談合疑義事実の処理に関すること 

（５）前各号の意見の具申又は勧告を踏まえて、県の入札・契約制度の改正について審議を行

い、知事に対して、意見の具申又は勧告を行うこと 

（６）前各号に掲げる事務のほか、次条第５項の規定に基づいて選任される委員長が特に必要が

あると認める事項について審議を行い、知事に対して、意見の具申又は勧告を行うこと 

 

 

 

（事務局） 

第10条 委員会の庶務は、土木部建設管理課において行う。 

 

 



 5 

附 則 

 この要綱は、平成26年11月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成26年11月１日から施行する。 

 

 

 


